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平成 28年３月 11日 

各  位 

 

 

 

 

 

 

 

（訂正・数値データ訂正）平成 25年 12月期 決算短信の一部訂正に関するお知らせ 
 

平成 26 年２月 13 日に開示した「平成 25 年 12 月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」に訂正すべき

事項がありましたので、下記のとおりお知らせいたします。訂正理由及び訂正内容につきましては、本

日発表の「過年度有価証券報告書及び決算短信の一部訂正に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

訂正箇所が多数に及ぶことから、訂正前及び訂正後の全文をそれぞれ添付し、訂正箇所には下線    

を付して表示しております。 

 

 

４．連結財務諸表 

（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（連結損益計算書関係） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

（訂正前） 

 

 前連結会計年度 

（自 平成24年１月１日 

  至 平成24年12月31日） 

 当連結会計年度 

（自 平成25年１月１日 

  至 平成25年12月31日） 

役員報酬 99,450千円 106,044千円 

給与及び手当 1,539,932 1,585,440 

雑給 36,327 28,127 

法定福利費 255,392 273,145 

地代家賃 201,715 203,241 

貸倒引当金繰入額 162 5,945 

退職給付費用 39,665 31,543 

役員退職慰労引当金繰入額 2,875 2,333 

 

（訂正後） 

 

 前連結会計年度 

（自 平成24年１月１日 

  至 平成24年12月31日） 

 当連結会計年度 

（自 平成25年１月１日 

  至 平成25年12月31日） 

役員報酬 99,450千円 106,044千円 

給与及び手当 1,539,932 1,585,440 

雑給 36,327 28,127 

法定福利費 187,551 203,198 

地代家賃 201,715 203,241 

貸倒引当金繰入額 162 5,945 

退職給付費用 107,506 101,491 

役員退職慰労引当金繰入額 2,875 2,333 

 

  

会 社 名  共 同 ピーアール株 式 会 社 

代表者名 代表取締役社長 谷 鉄也 

  （コード番号：２４３６） 

問合せ先 専務取締役コーポレート本部本部長 西井 雅人 

（ＴＥＬ   ０３－３５７１－５１７２） 
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（退職給付関係） 

（訂正前） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社グループは、退職一時金制度と確定給付型企業年金制度を併用しております。 

 

２．退職給付債務に関する事項 

 
前連結会計年度 

（平成24年12月31日） 

当連結会計年度 

（平成25年12月31日） 

(1） 退職給付債務（千円） 348,034  343,601  

(2） 年金資産（千円） △211,181  △247,839  

(3） 未積立退職給付債務(1）＋(2）（千円） 136,853  95,761  

(4） 未認識数理計算上の差異（千円） 7,912  21,230  

(5） 未認識過去勤務債務（債務の減額）（千円） 6,175  3,996  

(6） 連結貸借対照表計上額純額(3）＋(4）＋(5）（千円) 150,941  120,988  

(7） 前払年金費用（千円） －  －  

(8） 退職給付引当金(6）－(7）（千円） 150,941  120,988  

（注） 一部の連結子会社については、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。 

 

３．退職給付費用に関する事項 

 

前連結会計年度 

（自 平成24年１月１日 

至 平成24年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成25年１月１日 

至 平成25年12月31日） 

退職給付費用（千円） 39,665 31,543 

(1）勤務費用（千円） 39,455 35,030 

(2）利息費用（千円） 5,072 4,909 

(3）期待運用収益（減算）（千円） △4,066 △3,801 

(4）過去勤務債務の費用処理額（千円） △2,179 △2,179 

(5）数理計算上の差異の費用処理額（千円） 1,384 △2,414 

（注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「勤務費用」に計上しております。 

２．当連結会計年度において、上記の退職給付費用以外に組織改革に伴って削減した人員に対する支払費用15百

万円を特別損失「事業構造改善費用」として計上しています。 

  



－ 3 － 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 

期間定額基準 

 

(2）割引率 

前連結会計年度 

（自 平成24年１月１日 

至 平成24年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成25年１月１日 

至 平成25年12月31日） 

1.5％ 1.5％ 

 

(3）期待運用収益率 

前連結会計年度 

（自 平成24年１月１日 

至 平成24年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成25年１月１日 

至 平成25年12月31日） 

2.1％ 1.8％ 

 

(4）過去勤務債務の額の処理年数 

 ５年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用処理しておりま

す。） 

 

(5）数理計算上の差異の処理年数 

 ５年（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。） 

  



－ 4 － 

（訂正後） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社グループは、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、退職一時金制度と確定給付型企業年金制

度を併用しております。 

当社は、総合設立型厚生年金基金である東京都報道事業厚生年金基金に加入しており、自社の拠出に対応

する年金資産の額を合理的に計算することができないため、確定拠出制度と同様にその要拠出額を費用処理

しております。東京都報道事業厚生年金基金に関する事項は次のとおりであります。 

 

（1）制度全体の積立状況に関する事項（平成25年３月31日現在） 

年金資産の額 95,871,928千円 

年金財政計算上の給付債務の額 106,360,178千円 

差引額 △10,488,249千円 

（2）制度全体に占める当社の掛金拠出割合（平成25年12月分掛金拠出額） 

2.0％ 

（3）補足説明 

上記（1）の差引額の要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高10,199,365千円及び繰越不足金

288,884千円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間19年の元利均等償却であります。 

なお、上記（2）の割合は当社の実際の負担割合とは一致しておりません。 

 

２．退職給付債務に関する事項 

 
前連結会計年度 

（平成24年12月31日） 

当連結会計年度 

（平成25年12月31日） 

(1） 退職給付債務（千円） 348,034  343,601  

(2） 年金資産（千円） △211,181  △247,839  

(3） 未積立退職給付債務(1）＋(2）（千円） 136,853  95,761  

(4） 未認識数理計算上の差異（千円） 7,912  21,230  

(5） 未認識過去勤務債務（債務の減額）（千円） 6,175  3,996  

(6） 連結貸借対照表計上額純額(3）＋(4）＋(5）（千円) 150,941  120,988  

(7） 前払年金費用（千円） －  －  

(8） 退職給付引当金(6）－(7）（千円） 150,941  120,988  

（注） 一部の連結子会社については、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。 

 

３．退職給付費用に関する事項 

 

前連結会計年度 

（自 平成24年１月１日 

至 平成24年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成25年１月１日 

至 平成25年12月31日） 

退職給付費用（千円） 107,506 101,491 

(1）勤務費用（千円） 39,455 35,030 

(2）利息費用（千円） 5,072 4,909 

(3）期待運用収益（減算）（千円） △4,066 △3,801 

(4）過去勤務債務の費用処理額（千円） △2,179 △2,179 

(5）数理計算上の差異の費用処理額（千円） 1,384 △2,414 

(6）総合設立型厚生年金基金への拠出額（千円） 67,840 69,947 

（注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「勤務費用」に計上しております。 

２．当連結会計年度において、上記の退職給付費用以外に組織改革に伴って削減した人員に対する支払費用15百

万円を特別損失「事業構造改善費用」として計上しています。 
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 

期間定額基準 

 

(2）割引率 

前連結会計年度 

（自 平成24年１月１日 

至 平成24年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成25年１月１日 

至 平成25年12月31日） 

1.5％ 1.5％ 

 

(3）期待運用収益率 

前連結会計年度 

（自 平成24年１月１日 

至 平成24年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成25年１月１日 

至 平成25年12月31日） 

2.1％ 1.8％ 

 

(4）過去勤務債務の額の処理年数 

 ５年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用処理しておりま

す。） 

 

(5）数理計算上の差異の処理年数 

 ５年（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。） 

 

 

 



－ 6 － 

５．個別財務諸表 

（２）損益計算書 

（訂正前）  
  (単位：千円) 

 

前事業年度 

(自 平成24年１月１日 

 至 平成24年12月31日) 

当事業年度 

(自 平成25年１月１日 

 至 平成25年12月31日) 

売上高 3,780,344 3,406,676 

売上原価   

外注費 783,936 561,528 

媒体費 215,719 261,173 

経費 540,985 511,141 

売上原価合計 1,540,641 1,333,843 

売上総利益 2,239,702 2,072,832 

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 5,717 3,252 

役員報酬 67,187 73,151 

給料及び手当 1,358,977 1,396,141 

雑給 34,507 25,905 

法定福利費 230,635 243,653 

旅費及び交通費 43,132 42,345 

減価償却費 20,192 10,767 

賃借料 2,006 4,797 

地代家賃 181,890 180,627 

貸倒引当金繰入額 0 5,745 

退職給付費用 35,988 30,129 

役員退職慰労引当金繰入額 2,233 1,733 

その他 167,063 149,487 

販売費及び一般管理費合計 2,149,533 2,167,738 

営業利益又は営業損失（△） 90,169 △94,905 

営業外収益   

受取利息 93 214 

受取配当金 614 421 

受取賃貸料 3,582 3,306 

為替差益 531 1,923 

保険解約返戻金 2,780 774 

その他 625 219 

営業外収益合計 8,228 6,860 

営業外費用   

支払利息 2,042 4,818 

売上割引 96 356 

貸倒引当金繰入額 － 2,660 

その他 285 10 

営業外費用合計 2,424 7,845 

経常利益又は経常損失（△） 95,973 △95,890 
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  (単位：千円) 

 

前事業年度 

(自 平成24年１月１日 

 至 平成24年12月31日) 

当事業年度 

(自 平成25年１月１日 

 至 平成25年12月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 30 － 

投資有価証券売却益 － 34,814 

役員退職慰労引当金戻入額 － 29,033 

特別利益合計 30 63,847 

特別損失   

固定資産除却損 470 35 

固定資産売却損 10,529 － 

過年度決算訂正関連費用 41,580 － 

事業構造改善費用 － 43,364 

関係会社株式評価損 － 20,564 

その他 3,683 － 

特別損失合計 56,263 63,964 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 39,740 △96,006 

法人税、住民税及び事業税 855 826 

法人税等調整額 34,237 △26,776 

法人税等合計 35,093 △25,950 

当期純利益又は当期純損失（△） 4,646 △70,056 
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（訂正後）  
  (単位：千円) 

 

前事業年度 

(自 平成24年１月１日 

 至 平成24年12月31日) 

当事業年度 

(自 平成25年１月１日 

 至 平成25年12月31日) 

売上高 3,780,344 3,406,676 

売上原価   

外注費 783,936 561,528 

媒体費 215,719 261,173 

経費 540,985 511,141 

売上原価合計 1,540,641 1,333,843 

売上総利益 2,239,702 2,072,832 

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 5,717 3,252 

役員報酬 67,187 73,151 

給料及び手当 1,358,977 1,396,141 

雑給 34,507 25,905 

法定福利費 162,794 173,706 

旅費及び交通費 43,132 42,345 

減価償却費 20,192 10,767 

賃借料 2,006 4,797 

地代家賃 181,890 180,627 

貸倒引当金繰入額 0 5,745 

退職給付費用 103,829 100,076 

役員退職慰労引当金繰入額 2,233 1,733 

その他 167,063 149,487 

販売費及び一般管理費合計 2,149,533 2,167,738 

営業利益又は営業損失（△） 90,169 △94,905 

営業外収益   

受取利息 93 214 

受取配当金 614 421 

受取賃貸料 3,582 3,306 

為替差益 531 1,923 

保険解約返戻金 2,780 774 

その他 625 219 

営業外収益合計 8,228 6,860 

営業外費用   

支払利息 2,042 4,818 

売上割引 96 356 

貸倒引当金繰入額 － 2,660 

その他 285 10 

営業外費用合計 2,424 7,845 

経常利益又は経常損失（△） 95,973 △95,890 
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  (単位：千円) 

 

前事業年度 

(自 平成24年１月１日 

 至 平成24年12月31日) 

当事業年度 

(自 平成25年１月１日 

 至 平成25年12月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 30 － 

投資有価証券売却益 － 34,814 

役員退職慰労引当金戻入額 － 29,033 

特別利益合計 30 63,847 

特別損失   

固定資産除却損 470 35 

固定資産売却損 10,529 － 

過年度決算訂正関連費用 41,580 － 

事業構造改善費用 － 43,364 

関係会社株式評価損 － 20,564 

その他 3,683 － 

特別損失合計 56,263 63,964 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 39,740 △96,006 

法人税、住民税及び事業税 855 826 

法人税等調整額 34,237 △26,776 

法人税等合計 35,093 △25,950 

当期純利益又は当期純損失（△） 4,646 △70,056 

 

 

以上 


